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二
〇
〇
八
年
五
月
九
日
に
行
わ
れ
た
日
本
の
第
一
回
普
遍
的

定
期
審
査
（
Ｕ
Ｐ
Ｒ
）
で
は
、四
二
カ
国
の
代
表
が
発
言
し
た
。

そ
こ
で
は
、
現
在
も
な
お
日
本
が
抱
え
る
国
際
人
権
法
上
の
課

題
に
つ
い
て
勧
告
が
行
わ
れ
た
。

ま
ず
は
、
日
本
に
対
し
て
パ
リ
原
則
に
沿
っ
た
国
内
人
権
機

関
の
設
置
を
求
め
た
の
が
、
ア
ル
ジ
ェ
リ
ア
、
フ
ィ
リ
ピ
ン
、

カ
ナ
ダ
で
あ
っ
た
。
な
お
、
Ｕ
Ｐ
Ｒ
が
行
わ
れ
た
二
〇
〇
八
年

の
初
め
に
日
本
に
お
い
て
七
名
の
死
刑
が
執
行
さ
れ
、
前
年

二
〇
〇
七
年
に
は
四
六
名
に
死
刑
判
決
が
言
い
渡
さ
れ
、
そ
の

結
果
、
一
〇
〇
名
を
超
え
る
死
刑
確
定
者
が
い
る
こ
と
も
手
伝

い
、
死
刑
執
行
の
停
止
な
ど
死
刑
制
度
の
見
直
し
を
検
討
す
べ

き
で
あ
る
と
の
勧
告
が
、
ベ
ル
ギ
ー
、
英
国
、
ル
ク
セ
ン
ブ
ル

ク
、
ポ
ル
ト
ガ
ル
、
フ
ラ
ン
ス
、
ア
ル
バ
ニ
ア
、
メ
キ
シ
コ
、

オ
ラ
ン
ダ
、
ト
ル
コ
、
ス
イ
ス
の
一
〇
カ
国
か
ら
な
さ
れ
た
。

ま
た
、
被
逮
捕
者
を
長
期
間
勾
留
す
る
結
果
に
つ
な
が
る
日

本
の
「
代
用
監
獄
」
制
度
に
つ
い
て
は
、
自
由
権
規
約
委
員
会

や
拷
問
等
禁
止
委
員
会
が
日
本
政
府
報
告
書
審
査
の
際
に
懸
念

を
表
明
し
て
い
る
が
、
こ
の
問
題
に
つ
い
て
も
、
ア
ル
ジ
ェ
リ

ア
、
ベ
ル
ギ
ー
、
マ
レ
ー
シ
ア
、
英
国
、
ド
イ
ツ
の
五
カ
国
に

よ
っ
て
事
態
の
改
善
を
求
め
る
勧
告
が
行
わ
れ
た
。

さ
ら
に
、
第
二
次
世
界
大
戦
中
の
慰
安
婦
問
題
に
関
す
る
国

連
の
人
権
メ
カ
ニ
ズ
ム
（
女
性
に
対
す
る
暴
力
特
別
報
告
者
、

女
子
差
別
撤
廃
委
員
会
及
び
拷
問
等
禁
止
委
員
会
）
か
ら
の
勧

告
に
対
し
て
誠
実
に
対
応
す
る
こ
と
を
求
め
る
勧
告
が
、
北
朝

鮮
、
中
国
、
フ
ラ
ン
ス
、
オ
ラ
ン
ダ
、
韓
国
な
ど
か
ら
な
さ
れ

た
。
現
在
で
は
歴
史
問
題
と
し
て
日
本
を
強
く
非
難
す
る
中
国

が
、
こ
の
Ｕ
Ｐ
Ｒ
で
は
先
の
勧
告
の
存
在
に
触
れ
る
形
の
控
え

め
な
発
言
に
と
ど
ま
っ
て
い
る
の
は
、
二
〇
〇
八
年
が
日
中
平

世
界
の
人
権
は
い
ま

― 
普
遍
的
定
期
審
査
の
現
場
か
ら 

―
（
そ
の
十
七
）

研
究
セ
ン
タ
ー
所
長

神
戸
大
学
名
誉
教
授
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和
条
約
締
結
三
〇
周
年
で
日
中
両
国
の
首
脳
（
福
田
康
夫
総
理

大
臣
・
胡
錦
涛
国
家
主
席
）
間
で
「
戦
略
的
互
恵
関
係
」
の
包

括
的
な
推
進
に
関
す
る
日
中
共
同
声
明
が
発
出
さ
れ
た
年
で

あ
っ
た
か
ら
だ
と
推
測
さ
れ
る
。

日
本
は
、
個
人
通
報
制
度
を
定
め
た
自
由
権
規
約
第
一
選
択

議
定
書
を
は
じ
め
、
女
子
差
別
撤
廃
条
約
選
択
議
定
書
や
拷
問

等
禁
止
条
約
選
択
議
定
書
を
批
准
し
て
お
ら
ず
、
さ
ら
に
は
人

種
差
別
撤
廃
条
約
第
一
四
条
に
基
づ
く
個
人
ま
た
は
集
団
か
ら

の
通
報
を
認
め
る
宣
言
を
行
っ
て
い
な
い
が
、
メ
キ
シ
コ
と
ブ

ラ
ジ
ル
は
日
本
に
条
約
の
批
准
等
を
勧
告
し
た
。

周
知
の
よ
う
に
、
日
本
は
二
〇
一
六
年
度
に
い
わ
ゆ
る
人
権

三
法
、「
障
害
者
差
別
解
消
法
」、「
ヘ
イ
ト
ス
ピ
ー
チ
解
消
法
」、

「
部
落
差
別
解
消
促
進
法
」
と
い
う
差
別
解
消
の
た
め
の
三
つ

の
法
律
を
施
行
し
た
が
、
い
ま
だ
に
国
内
に
差
別
禁
止
法
は
存

在
し
な
い
。
こ
の
Ｕ
Ｐ
Ｒ
に
お
い
て
、
ブ
ラ
ジ
ル
は
、
あ
ら
ゆ

る
形
態
の
差
別
を
定
義
し
、
禁
止
す
る
法
律
の
制
定
を
検
討
す

る
よ
う
日
本
に
勧
告
し
た
。

二
〇
二
〇
年
の
大
村
入
国
管
理
セ
ン
タ
ー
に
お
け
る
被
収
容

者
で
あ
る
ナ
イ
ジ
ェ
リ
ア
男
性
の
死
亡
事
案
、
二
〇
二
一
年
の

名
古
屋
入
国
在
留
管
理
局
に
お
け
る
被
収
容
者
の
ス
リ
ラ
ン
カ

女
性
の
死
亡
事
案
も
あ
り
、
現
在
、
入
国
者
収
容
所
に
お
け
る

被
収
容
者
の
処
遇
に
つ
い
て
高
い
関
心
が
集
ま
っ
て
い
る
。「
出

入
国
管
理
及
び
難
民
認
定
法
（
以
下
、
入
管
法
）」
の
改
正
法

案
は
、
与
野
党
の
間
で
激
し
い
政
治
対
立
に
な
っ
て
い
る
。
入

管
法
で
は
、
入
国
者
収
容
所
等
視
察
委
員
会
が
被
収
容
者
の
処

遇
の
改
善
の
作
業
を
行
っ
て
い
る
が
、
必
ず
し
も
十
分
な
権
限

も
ま
た
独
立
性
も
確
保
さ
れ
て
い
な
い
と
の
批
判
が
あ
る
。
こ

う
し
た
中
で
、
第
一
回
Ｕ
Ｐ
Ｒ
で
、
米
国
が
、
入
国
者
収
容
所

を
調
査
す
る
国
際
的
な
監
視
員
を
受
け
入
れ
る
よ
う
勧
告
し
て

い
る
こ
と
が
注
目
さ
れ
る
。
こ
の
よ
う
な
国
際
的
な
調
査
の
文

脈
で
、
国
連
人
権
理
事
会
の
特
別
手
続
の
報
告
者
の
恒
常
的
な

招
待
を
日
本
に
検
討
を
求
め
る
勧
告
が
、
ブ
ラ
ジ
ル
に
よ
っ
て

な
さ
れ
た
。

こ
う
し
た
各
国
の
勧
告
に
対
す
る
日
本
の
回
答
に
つ
い
て

は
、
次
回
に
検
討
し
た
い
。




